
社会保障審議会・介護保険部会報告
（概 要）

社会保障審議会・介護保険部会は、昨年５月以来１６回の会議を開催し、

本年７月３０日に「介護保険制度見直しに関する意見」をとりまとめた。

第１ 制度見直しの基本的な考え方
Ⅰ．見直しの基本的視点

１．３つの論点

２．見直しの基本的視点

Ⅱ．基本理念の徹底

１．全般的な施行状況

２．基本理念から見た課題

Ⅲ．新たな課題への対応

１．将来展望

２．新たな課題への対応

第２ 制度見直しの具体的内容
Ⅰ．給付の効率化・重点化

１．総合的な介護予防システムの確立

２．施設給付の見直し

３．その他のサービスの見直し

Ⅱ．新たなサービス体系の確立

１．地域密着型サービスの創設

２．居住系サービスの体系的見直し

３．医療と介護の関係

４．その他のサービスの見直し

Ⅲ．サービスの質の確保・向上

１．ケアマネジメントの体系的見直し

２．地域包括支援センター（仮称）の整備

３．情報開示の徹底と事後規制ルールの確立

４．専門性を重視した人材育成と資質の確保

５．公正・効率的な要介護認定

Ⅳ．負担の在り方の見直し

１．１号保険料の在り方

２．２号保険料・納付金の在り方

３．財政調整

Ⅴ．制度運営の見直し

１．保険者機能の強化

２．事業計画の見直し

３．基盤整備の在り方

Ⅵ．見直しの進め方

第３ 被保険者・受給者の範囲について
１．これまでの経緯

２．問題の所在

３．本部会における審議状況



第１ 制度見直しの基本的考え方

Ⅰ 見直しの基本的視点．

１．３つの論点

① 「基本理念」を踏まえた施行状況の検証
② 「将来展望」に基づく新たな課題への対応
③ 「制度創設時からの課題」についての検討

２．見直しの基本的視点

（１）制度の「持続可能性」

介護保険制度は、国民の老後における介護の不安に応える社
会システムとして定着している。制度の「持続可能性」を高め

『給付の効る観点から、将来の急速な高齢化の進展を見据え、
を思い切って進める必要がある。率化・重点化』

（２ 「明るく活力ある超高齢社会」の構築）

「明るく活力ある超高齢社会」を築く観点から、要介護状態
の予防・改善を重視した への転換を図『予防重視型システム』
ることが重要である。また、経済活性化や雇用創出、地域再生
の面で期待される役割は大きい。

（３）社会保障の総合化

各「 」 、 、 、社会保障の総合化 の観点から 介護 年金 医療等の『
を明確化し、相互の調整を進めることが求制度間の機能分担』

められる。これにより、制度の重複や空白を解消し、社会保障
制度全体を効率的・効果的な体系へ見直していくことが必要で
ある。



Ⅱ．基本理念の徹底 －施行状況の検証－

（１）サービス改革の推進－「量」から「質」へ－

○ 制度施行後サービス利用は急速に拡大し、在宅サービスの利用
者は４年間で約２倍に増大している。こうした「量的な拡大」に
伴い が今日大きな課題となっている。、「サービスの質」

○ このため、今後は、介護保険制度の成果を活かしつつ、良質な
サービスが提供されるよう、適切な選択と競争が行われる方向を
目指す必要がある。

＜具体的な課題＞
・利用者のための「情報開示」と「事後規制ルール」の確立
・ケアマネジメントの体系的見直し
・施設サービスの質の向上
・人材の資質向上

〈サービス利用者数の推移〉

指定取消等を受けた事業者数〉〈

○ 　 ２ ０ ０ ０ 年 ４ 月 ～ ２ ０ ０ ４ 年 ３ 月 の 累 計

　 　 ・ 　 １ ４ ８ 件 　 （ ３ ５ 都 道 府 県 　 １ ４ ２ 事 業 者 　 ２ ３ ２ 事 業 所 ）

○ 　 事 業 者 の 内 訳 の 推 移
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７３３－特 定 非 営 利 活 動 法 人

７５４－社 会 福 祉 法 人

７ ２４ ４２ ０７合 計

４２１１
そ の 他 （個 人 ・企 業 　
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４ ７３ ０９３株 式 会 社 等

２ ０ ０ ３ 年 度２ ０ ０ ２ 年 度２ ０ ０ １ 年 度２ ０ ０ ０ 年 度

※ 　 複 数 年 度 で 取 消 し を 受 け て い る 事 業 者 が い る た め 、 合 計 に お い て 一 致 し な い 。
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－「在宅支援の強化」と「利用者負担の見直し」－（２）在宅ケアの推進

○ 制度施行後、在宅サービスの利用は増大したが、在宅ケアの基
盤は未だ十分とは言えず、特に、重度になるほど在宅生活の継続
が困難な状況にある。また も依然として強い。、「施設志向」

○ 在宅ケアを推進する観点から を図ると、「在宅支援体制の強化」
ともに、施設に比べ在宅の方が実質的に が重い状「利用者負担」
況などを是正する必要がある。

＜具体的な課題＞
・在宅支援体制の強化（重度者への対応、介護と医療の連携等）
・在宅と施設の利用者負担の不均衡の是正
・施設入所者の対象者の重点化

要介護度別の在宅・施設サービス利用状況〉〈

在宅・施設の利用者数・保険給付額〉〈

（出 典 ：介 護 給 付 費 実 態 調 査 月 報 （ ２０ ０ ４ 年 ３月 審 査 分 ））
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（３）地方分権の推進－市町村の保険者機能の強化－

○ 介護保険制度は、地方分権の観点から市町村を保険者として位
置づけており、各市町村は制度の安定的運営に努めてきている。
今後、市町村がより主体性を発揮することができるよう、サー

ビスに対する関与をはじめ を強化する必「保険者としての機能」
要がある。

＜具体的な課題＞
・サービスに対する市町村の関与の強化
・地域の独自性や創意工夫を活かしたサービスの導入
・保険料の設定、徴収方法の見直し
・保険者の事業支援、共同事業の推進

＜介護保険料の収納状況＞

保険料納付額 ８，０２９億円（収納率９８．４％）

※収納率１００％の保険者：１５７保険者

うち特別徴収 ６，５５８億円（特別徴収の割合 約８２％）

普通徴収 １，４７１億円（収納率：９１．９％）

＜保険料別市町村数（月額）＞
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Ⅲ．新たな課題への対応 －将来展望－

＜ 将来展望 ー2015年の高齢者像ー ＞

（１）高齢者人口の増加

年には「ベビーブーム世代」が高齢期（ 歳）に到達し、2015 65
（ ） （ ） 。その 年後 年 に高齢者人口はピーク 万人 となる10 2025 3500

、 「 」 。これから我が国は 高齢化の 最後の急な上り坂 の時期を迎える

（２）高齢者独居世帯の増加

年には 「高齢者の独居世帯」は約 万世帯（高齢者世帯2015 570、

の１／３）に増加し、高齢者夫婦のみ世帯も約 万世帯となると610
。 、 。見込まれている 特に 高齢独居世帯の増加は都市において著しい

（３）痴呆性高齢者の増加

現在、約 万人である痴呆性高齢者が、 年には約 万人150 2015 250
に増加すると予測されている。

（１）介護予防の推進

「介護」モデル ⇒「介護＋予防」モデル

○ 高齢者人口が増大する中にあって、介護保険制度の「持続可能
性」を高め 「明るく活力ある超高齢社会」を築くためには、制、
度全体を へ転換することが重要である。『予防重視型システム』

○ このため、要介護状態になる前の段階から、要支援、要介護１
程度までの高齢者に対して、統一的な体系の下で、効果的な介護
予防サービスが提供される を確立「総合的な介護予防システム」
する必要がある。

世代別高齢者数の将来推計〉〈
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（２）痴呆ケアの推進

「身体ケア」モデル ⇒「身体ケア＋痴呆ケア」モデル

○ 現行制度は、 年以降の「ゴールドプラン」の成果を踏まえ1990
たものであり、サービスの基本は身体障害を有する高齢者に対す

「痴呆ケア」る「身体ケア」に置いている。今後は制度の軸足を
にも置くことが求められる。

○ このため を基本に、環境変化の影響を、「高齢者の尊厳の保持」
受けやすい痴呆性高齢者の特性に配慮した小規模・多機能型サー
ビスなどの の創設や、早期の診断・対応「地域密着型サービス」
から始まる「継続的な地域支援体制」の整備、虐待防止のための
「権利擁護システム」の充実等が望まれる。

〈痴呆性高齢者の将来推計〉 単位：万人

（３）地域ケア体制の整備

「家族同居」モデル ⇒「同居＋独居」モデル

○ 高齢者独居世帯や夫婦のみ世帯が、介護が必要となっても、で
「地きる限り住み慣れた地域で人生を送ることが可能となるような

を整備していくことが求められる。域ケア体制」

○ このため 「夜間・緊急時の対応」も視野に置いた「包括的・継、
続的なケア体制」と、地域における総合的なマネジメント体制の
整備を進めるとともに、これを支える「地域基盤」を面的に整備
する取組みが求められる。

〈高齢者の世帯形態の将来推計〉 単位：世帯数（万世帯）

年 年 年 年 年 年2000 2005 2010 2015 2020 2025

３０３ ３８６ ４７１ ５６６ ６３５ ６８０単 独

３８５ ４７０ ５４２ ６１４ ６３１ ６０９夫婦のみ

１０．４％１０．６％１０．７％１０．２％９．３％８．４％７．６％７．２％６．７％６．３％

２０８２１２２０５１９２１７６１５７１３５１１１９０７９痴呆自立度
Ⅲ以上

痴呆自立度
Ⅱ以上

将来推計

３．４％

１４９

２００２年

３．６％

１６９

２００５年

３．９％

２０８

２０１０年

４．１％

２５０

２０１５年

４．５％

２８９

２０２０年

５．７％５．８％５．８％５．５％５．１％

３７８３８５３７６３５３３２３

２０４５年２０４０年２０３５年２０３０年２０２５年

１０．４％１０．６％１０．７％１０．２％９．３％８．４％７．６％７．２％６．７％６．３％

２０８２１２２０５１９２１７６１５７１３５１１１９０７９痴呆自立度
Ⅲ以上

痴呆自立度
Ⅱ以上

将来推計

３．４％

１４９

２００２年

３．６％

１６９

２００５年

３．９％

２０８

２０１０年

４．１％

２５０

２０１５年

４．５％

２８９

２０２０年

５．７％５．８％５．８％５．５％５．１％

３７８３８５３７６３５３３２３

２０４５年２０４０年２０３５年２０３０年２０２５年



第２ 制度見直しの具体的内容（主なポイント）

Ⅰ．給付の効率化・重点化

１．総合的な介護予防システムの確立

（１ 「予防重視型システム」への転換）
○ 現状における問題点を踏まえ、今後、制度全体を「予防重視
型システム」へ転換していくことが必要である。

（現状における主な問題点）

、 。・ 介護予防に関連する制度・事業は一貫性・連続性に欠け 内容が不十分

・ 要支援、要介護１が増加し全体の５割近くに達しているが、これら軽度

、 。者に対するサービスが 利用者の状態の改善につながっていないとの指摘

（２ 「総合的な介護予防システム」の確立のための制度見直し）

「 」① 市町村を責任主体とする 統一的な介護予防マネジメント
の確立。

② 市町村の 。老人保健事業や介護予防事業の基本的な見直し
※ 介護保険制度に基づく事業に位置づけることも検討。

要支援、要介護１などの軽度者を対③ 介護保険制度における
象とした「新・予防給付」の創設。
※「新・予防給付」

・高齢者の状態像に合った「介護予防プラン」を策定。サービスについて

は、既存サービスを介護予防の視点から見直すとともに、筋力向上トレ

ーニング（機械器具を使うものに限らない 、転倒骨折予防、低栄養改）

善、口腔ケア、閉じこもり予防等の新たなサービスの導入を検討。

（３）関連サービスの見直し

① 訪問介護
・現行区分（身体介護、生活援助）を行為別、機能別に再編
する 「家事代行」型サービスについては、給付の対象、期。
間等について見直しを検討する（これに対して慎重に対応す
べきとの意見があった 。。）

② 通所系サービス
・通所介護、通所リハビリテーションを一元化し、機能別に
類型化して再編する。

③ 短期入所
（ 、 ） 。・利用の実態 計画的利用 緊急的利用 を踏まえた見直し

④ 福祉用具
・情報提供、提供プロセスの見直し（専門職の関与等 、福）
祉用具購入について事業者指定制度を導入。また、給付率の
在り方について見直しを検討する。


